
その他連絡事項
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１．国土交通省 和歌山河川国道事務所

２．環境省 近畿地方環境事務所

３．近畿農政局 和歌山平野農地防災事業所

４．気象庁 和歌山地方気象台



１．国土交通省 和歌山河川国道事務所



内外水統合型水害リスクマップの作成について
○ 国土交通省では、流域治水の取り組みを推進するため、土地利用や住まい方の工夫、水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの検討及び企

業の立地選択に活用出来るよう、比較的発生頻度が高い降雨規模も含めた複数の降雨規模毎に作成した浸水想定図（「多段階の浸水想定
図」）と、それらを重ね合わせて、浸水範囲と浸水頻度の関係を図示した「水害リスクマップ」を作成している。

○ これに加えて、主要河川以外の支川や内水氾濫による浸水リスクを示す内外水統合型のリスクマップを作成する方針である。
○ これまでに公表済みの水害リスクマップは主要河川（紀の川）の氾濫による水害リスクを示したものであった。
○ 内外水統合型のリスクマップを作成することで、紀の川に流入する和歌山県管理河川等から氾濫する浸水リスクや、内水氾濫リスクを表現

することが可能となる。



○洪水予報河川や水位周知河川のみならず、その他河川や下水道等からの氾濫を明らかとすることで、水害リスク情報の空白地の解消が重要。
○現在管理者別に作成・提供されている浸水ハザード情報図について、洪水予報河川や水位周知河川の氾濫、その他河川の氾濫（外水氾濫）、
下水道等からの氾濫（内水氾濫）を雨量確率ごとに重ね合わせて表示。

内外水一体型の水害リスクマップ作成（概念図）

複数の浸水想定区域図 内外水統合型水害リスクマップ

内外水統合型水害リスクマップの作成について

ポイント
✓浸水リスクを管理者（国、県）を分けず、一括して表現可能
✓外水と内水氾濫による地域の浸水リスクを一体的に表現可能

→地域の実感や過去の浸水実績と比較可能
✓河川毎ではなく地点毎の浸水頻度を表示できる

→中～高頻度の被害を軽減する減災対策（防災まちづくり､
田んぼダム等）の検討への活用に期待できる

一体化

洪⽔予報河川や
⽔位周知河川の
浸⽔想定区域図

その他河川の
浸⽔想定区域図

下⽔道等からの
氾濫（内⽔氾濫）の
浸⽔想定区域図



■各種水害リスクマップ作成状況 ■内外水統合型水害リスクマップの作成及び公表予定スケジュール※

内外水統合型水害リスクマップの作成について

※ 具体的な時期については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

作成状況
現況
短期
中期
中⻑期

内外⽔統合型 現況 作成中

河道条件

外⽔氾濫 済

■内外水統合型水害リスクマップの例 （熊本県 白川水系白川）

浸水が想定される範囲 浸水深５０ｃｍ以上の浸水が想定される範囲 浸水深３ｍ以上の浸水が想定される範囲

【出展】国土交通省 九州地方整備局 熊本河川国道事務所（https://www.qsr.mlit.go.jp/kumamoto/bousai/tadankaisinsuisouteizu.html）

全国初事例（Ｒ７．２．１２公表）

○ 現在、和歌山河川国道事務所では紀の川水系紀の川・貴志川（直轄管理区間）の内外水統合型水害リスクマップの作成を進めている。

市町村名

五條市

九度⼭町

かつらぎ町

岩出市

紀の川市

橋本市

和歌⼭市

R５年度 R６年度 R７年度 R８年度以降



２．環境省 近畿地方環境事務所



＜推進体制＞

事業名：気候変動適応地域づくり推進事業（ゲリラ豪雨対策）

○ 気候温暖化に伴う局地的豪雨の増加による影響を踏まえ、その（人的・物的）被害を軽減するために策定し
た広域アクションプランに基づく適応策の推進を図る。関係者が参加するFU※分科会を開催・運営する。

○ 滋賀県、京都府及び関係市町村、大阪府、和歌山県、京都市、大阪市、地域適応センター（兵庫県他）、等
（環境部局に加え、一部の防災・危機管理系部局も参加。継続して参加募集中。） （※FU：フォローアップ）

環境省
近畿地方環境事務所

事業メニューの内容、イメージ

事業メニューの効果

事業メニューの実施事例

広域アクションプラン（R4年度策定）に含まれる適応アクション

ゲリラ豪⾬対策FU分科会の設置
テーマ︓局地的⼤⾬による市街地
⽔災リスク増⼤への適応
気候変動の影響により、局地的豪⾬の頻
度、強度が増してきており、将来的にはさら
に激甚化することが予想されています。また、
局地的豪⾬による災害の頻度・程度が増し
ています。
近畿地域では、XRAINによる降⾬の⽴
体観測が⾼頻度で⾏われている優位性が
あります。

（令和６年度の事業活動内容）
・分科会︓8⽉20⽇(⽕)、9時30分〜

12⽉23⽇(⽉)、10時〜
・意⾒交換会︓11⽉13⽇（⽔）
・中学校における実証︓7⽉〜10⽉
対象︓南宇治中学校、東宇治中学校
・⼈と防災未来センターとの連携事業（都
賀川⽔難事故に関する企画展⽰、ゲリラ
豪⾬×夏休み防災未来学校2024 WS
「ゲリラ豪⾬マスターになろう︕」）、等

a.施設のゲリラ豪⾬対策の実施状況の整理と対策推進
主なターゲット︓中⼩規模施設の施設管理者、公園管理者等（野外施設の管理者も含む）
アクションプラン︓既存施設等のゲリラ豪⾬対策状況のとりまとめと情報共有。中⼩規模施設等におけ

るゲリラ豪⾬対策の推進。
b.ゲリラ豪⾬関連情報の有効活⽤検討
主なターゲット︓地⽅公共団体（環境系部局、危機管理部局、防災系部局、道路系部）関係者、

指定施設管理者、⼯事業者、教職員・⽣徒、⼀般住⺠
アクションプラン︓豪⾬関連情報のとりまとめ結果や利⽤⽅法に関するマニュアル作成と有効活⽤促進

広域連携での適切性、実⾏可能性・費⽤対効果の検証を踏まえ、広域アクションプランを策定

1

c.ゲリラ豪⾬対策に関する啓発・教育
主なターゲット︓地⽅公共団体（環境系部局、危機管理部局）、地域気候変動適応センター、

各府県地球温暖化防⽌活動推進センター、教職員・⽣徒、⼀般市⺠
アクションプラン︓学校教育現場における啓発授業の実施や、啓発パンフレットの作成・配布



お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

■実施期間

■事業形態

4. 

気候変動影響評価・適応推進事業

事業イメージ

請負事業

（１）気候変動影響評価・気候変動適応計画の進捗管理
気候変動適応法に基づく気候変動影響評価・気候変動適応計画の進捗把握を
効果的・効率的に実⾏する。また、計画の改定に向け、戦略を検討する。
（２）将来への適応策の強化
気候変動を踏まえて、将来の台⾵に関する影響を評価し、激甚化する気象災
害への対策の充実を図る。また、気温上昇が1.5℃を超える可能性があること
から、その場合の適応策を検討し、それらを分かりやすく情報発信する。
（３）地⽅⾃治体、⺠間企業等の適応策の⽀援
地域特性を加味した気候変動影響評価⼿法の検討などにより、地域における
適応を推進する。また、サプライチェーンを含めた気候変動影響評価の⼿引
きの作成などにより、⺠間企業における適応を促進する。
（４）適応策の国際協⼒
気候変動に脆弱な開発途上国において、能⼒強化や官⺠連携を通じて国際協
⼒を推進する。また、気候変動の悪影響に伴うロス＆ダメージに関する国際
貢献⽅策等を検討し、我が国の⺠間セクターによる取組を後押しする。

気候変動の影響は国内外で既に現れており、さらに深刻化する可能性がある。そのためパリ協定等により、各国とも気候変動
による被害の防⽌・軽減を図る適応の取組が求められている。⽇本では、平成30年６⽉に気候変動適応法が成⽴し、適応策の
推進は、⾻太の⽅針、クリーンエネルギー戦略等にも盛り込まれている政府の重要課題である。これらを踏まえ、気候変動適
応法に基づき、適応策を推進することで、健康影響の防⽌による⽣活の安定、農林⽔産業などの健全な発展、国⼟の強靭化な
どを総合的に⽬指す。

気候変動影響への適応取組を強化し、安全・安⼼で持続可能な社会の構築を⽬指します。

【令和７年度予算（案） 480百万円（700百万円）】

⺠間事業者・団体等

平成18年度〜

環境省 地球環境局 総務課 気候変動科学・適応室 電話︓０３－５５２１－８２４２

■請負先



３．近畿農政局 和歌山平野農地防災事業所



事業の実施状況と効果

○目 的

排水機能を回復し、広域的な湛水被害を軽減（国営総合農地防災事業【和歌山平野地区】）

地域の現状 事業の実施

事業の効果

事業の概要

和歌山市

岩出市

紀の川市

【位置図】

○ 地区内の排水機、農業用排水路等の整備を行うことにより、排水機能を回復し、
農業生産の維持及び農業経営の安定を図り、もって国土の保全に貢献。
○ 事業を契機として、①優良農地の確保と土地利用の整序化の両立、②農業の
６次産業化に資する多様な営農、③災害に強い地域づくりの実現を図る。

排水条件の整った農地・農村
（写真はイメージ）

【６次産業化の推進】

JA農産物直売所
「めっけもん広場」

【優良農地の確保】 【災害に強い地域づくり】

排水機場の改修水路より越流し宅地も浸水 湛水した桃畑

平成29年10月の台風21号に伴う大雨で
は、紀の川流域各所で浸水。県全体では
約34億円※の農林水産業被害が発生。

わ か や ま へ い や

本地区では、都市
化などの土地利用の
変化による農地割合
の減少や、近年の豪
雨の多発により、農
業被害が頻発し、宅
地などが水に浸かる
被害も発生。

本地区の農業用水は、一級河川であ
る紀の川から頭首工により取水。地区
内の水路は、用水を配水する一方で農
地や宅地等からの排水を受ける用排
兼用水路であり、東から西へ流下。

湛水した水田

事業による排水機場、排水路、洪水調整池等の整備及び関連事業の
実施により、地区内の排水機能を回復

【整備のイメージ】

紀の川市内(丸栖地区)における
浸水被害状況（H29.10.23）

まるす

※県発表

湛水した農地

国営総合農地防災事業

和歌山平野地区

和歌山市、紀の川市、岩出市

456億円（計画ベース）

平成26年度～令和10年度（予定）

4,306ha

排水機(改修、新設) ５か所

排水路(改修) 45.2km

洪水調整池(改修､新設) ８か所

排水管理施設 １式

10年に１度の大雨（３日連続雨量

254mm）に対応

事 業 名

地 区 名

関係市町村

総 事 業 費

事 業 工 期

受 益 面 積

主 要 工 事

整 備 水 準

○概 要
水路の拡幅
水路断面を拡幅し
通水能力を強化

排水機場の
新設・改修
ポンプの排水能力の強化

調整池の改修
ピーク流量を低減

バイパス水路の新設
併走する水路を新設し
流量の一部を河川に排水

排水機場

バイパス

承水路

幹線水路

頭首工

河川

農地
63

宅地･道路

13
山林･
河川
24

農地
45

宅地･
道路
31

山林･
河川
24

％
100

50

0
昭和30年代 事業計画時点

改修後
改修前

わ か や ま へ い や

承水路の新設
幹線水路を経由せず
河川に排水

R６ . ８更新

本地区は、近年の都市化及び混住化の進展によ
る流出形態の変化に起因して、農業用排水施設の
排水機能が相対的に低下したため、しばしば農地、
農業用施設等に多大な被害が生じており、効果的
な対策を講ずることが急務となっている。
本事業では、地区内の排水機、農業用排水路等

を整備し、併せて関連事業で排水機を整備するこ
とで、農業用排水施設の排水機能を回復し、農業
生産の維持及び農業経営の安定を図り、もって国
土の保全に資するものである。

改修後
改修前



四箇井支線水路【完成】

六箇井水路（高川排水路）【完成】

小田井水路（海神排水路）【完成】
小田井水路（海神川放流工）【完成】

藤崎井支線水路（岡田排水路）【完成】

米田排水機場【完成】

六箇井水路（波分山崎排水路）【完成】

六箇井水路（根来排水路）【完成】

安楽川井水路（Ｃ水路）【完成】

米田排水路【完成】

上ノ池【完成】

森ノ池【完成】

藤崎井水路（佐川放流工）【完成】

宮ノ前排水機場（調月導水路）【完成】

小田井水路（木積右岸排水路）

宮池・花ヤ池

永穂放水路

松島樋門

名草排水機場【完成】

名草排水路

新溝支線水路

千旦樋門【完成】
千旦放水路

栗栖１号支線水路【完成】

六箇井水路（七瀬川放流工）【完成】

六箇井水路（住吉川放流工）【完成】

六箇井水路（七瀬排水路）【完成】

藤崎井水路（山田排水路）【完成】

小田井水路（粉河排水路）【完成】

大溜池【完成】

高嶋排水機場【完成】

東貴志排水機場

小田井水路（烏子排水路）【完成】

小田井水路（烏子川放流工）【完成】

令和７年２月時点

国営土地改良事業 和歌山平野地区 令和７年度実施計画平面図

四箇井出島排水路

安楽川井支線Ｃ３号水路【完成】

安楽川井支線Ｃ５号水路
関戸支線水路

【和歌山平野農地防災事業関係者限り】【和歌山平野農地防災事業関係者限り】

和田川
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吉
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子
川

松
井
川

中
津
川

名
手
川

名
手
谷
川

和
歌
川

波
分
川

雄
ノ
山
川

千
手
川

貴
志
川

丸田川

柘榴川

大溜池上ノ池

森ノ池

ハス池

上野支線水路
洪水調整池

永穂樋門

千旦樋門

名草排水機場

高嶋排水機場

東貴志排水機場

丸栖排水機場

中貴志排水機場

岩出頭首工

藤崎頭首工

諸井頭首工

後島排水機場

布施屋樋門

宮ノ前排水機場

花ヤ池

山手支線水路
洪水調整池

米田排水機場

凡例

実施済み

実施中

令和７年度実施予定

令和８年度以降実施

凡例

受益地（田）

受益地（樹園地）

排水路
（新設・改修）

排水水門
（改修）

排水機場
（新設・改修）

洪水調整池

排水機場
（関連事業）

既設排水機場

既設用水路

宮池

松島樋門

【機２情報】



４．気象庁 和歌山地方気象台



「明るいうちから早めの避難」 ･･･ 段階的に対象地域を狭めていく

「迫りくる危険から直ちに避難」 ･･･ 段階的に情報の発表を早めていく

令和11(2029)年〜
市町村単位で危険度の把
握が可能な危険度分布形
式の情報を半⽇前から提供

令和８(2026)年〜
2〜3時間前を⽬標に

発表

令和４(2022)年〜
広域で半⽇前から予測
(令和4年6⽉1⽇開始)

線状降⽔帯の⾬域
を楕円で表⽰

令和３(2021)年
線状降⽔帯の発⽣を
お知らせする情報

(令和3年6⽉17⽇開始)

イメージ

線状降⽔帯の⾬域を表⽰

次期静⽌
気象衛星
令和11年度
運⽤開始予定

令和６(2024)年〜
県単位で半⽇前から予測
（令和6年5⽉27⽇開始）

今年の新たな運⽤

国⺠ひとりひとりに危機感を伝え、防災対応につなげていく情報を⽬指す
線状降⽔帯による⼤⾬の可能性をお伝え

令和５(2023)年〜
最⼤30分程度前倒しして発表
(令和5年5⽉25⽇開始)

「線状降水帯に関する情報」の新たな運用 和歌⼭地⽅気象台

令和６年 台風第１０号に関する四国地方気象情報 第１３号
令和６年８月２９日１１時４２分 高松地方気象台発表

（見出し）・・・徳島県、愛媛県、高知県では、３０日夜にかけて、線状降水帯
が発生して大雨災害発生の危険度が急激に高まる可能性があります。 ・・・

令和６年 台風第１０号に関する徳島県気象情報 第１２号
令和６年８月２９日１１時５４分 徳島地方気象台発表

（見出し）・・・徳島県では、３０日夜にかけて、線状降水帯が発生して大雨
災害発生の危険度が急激に高まる可能性があります。・・・

地⽅気象情報

府県気象情報




